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鶏場の倒産も急増しており、20年後半に向け
育成ブロイラー数が大きく落ち込む見通しと
なり、20年通年での鶏肉生産量は２桁減、鶏
肉価格が急騰する懸念が出ている。
牛乳も全国の大中都市のスーパーマーケッ

トでの２月の販売量が前年比50%超の減少と
なったうえ、コーヒーショップや学校の閉鎖
による需要減が加わり、全国主要な酪農地域
では全面的な生乳廃棄が発生した。

2　生鮮食品のEコマースの活発化
もちろん、中国政府は手をこまねいていた

わけではない。食料品を含め、医療物資等ラ
イフラインにかかわるものの物流をいち早く
回復させた。また、例えば、感染症が最も深
刻だった湖北省の農民への経済的打撃を緩和
するため、輸送費、受発注用のインターネッ
ト費用の緊急支援に乗り出し、ロックダウン
以降、４月17日までに79万6千トンの湖北省産
の農産物が全国に出荷された。
中国では日本と違い、市民のスーパーへの

買い物のための外出制限も厳しかった。その
なかで、勢いを増しているのは民間のEコマー
ス（電子商取引）である。例えば、中国のEコマー
ス業界第２位の京東集団（JD）は春節期間（１月
25日～２月５日）の10日間に1.5万トンの生鮮食
品をネット販売した。これは前年同期比215%
増であり、なかでも野菜類は450%増に達した。
米国でもアマゾンのAmazon FreshなどEコマ
ースの生鮮食品取扱いが急拡大したが、外出
制限がより厳しかった中国では劇的な拡大と
なった。シェアはまだ高くないと思われるが、

1　農畜産物の大量破棄
新型コロナウイルス感染症は各国で市民生

活、経済に空前の打撃を与える一方で、農業
や食料流通の分野では変化の波が起きつつあ
る。中国で注目すべきは、農産物流通のデジ
タル･トランスフォーメーションと食糧安全保
障体制の再調整である。感染症は世界でまだ
続いており、変化を総括できる段階ではない
が、中国農業に与えた変化にも目を向ける必
要があるだろう。
新型コロナウイルスは湖北省武漢市で感染

が確認された後、患者数の急激な増加を受け、
2020年１月23日には武漢市が「ロックダウン
（都市封鎖）」された。その後、感染は中国全
土に拡大し、物流が当初の１週間ほど半ば強
制的に止められたため、農畜産業では大混乱
が発生した。農畜産物の出荷が事実上、不可
能になったことから、１月末以降、中国全土
で野菜、果物、花き、乳製品等が一時的に大
量に廃棄された。
そのなかで最も大きな被害を受けたのは、

ブロイラー生産者である。鶏の餌となる配合
飼料の供給が物流中断により断たれたため、
養鶏場がかつてない餌不足に陥り、大量のヒ
ナを処分せざるを得なくなったからである。
同時に出荷時期を迎えた成鳥も出荷できる見
込みがないため、餌の消費抑制のため殺処分
に踏み切った養鶏場が続出した。業界団体で
ある「中国ブロイラー産業技術体系」による
と、ロックダウン開始から２月14日までの20
日間に全国のブロイラー産業全体で125億元
（約1,940億円）の損害が発生した、という。養
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Eコマースは新たな生鮮流通ルートとして一
般化しつつある。生鮮Eコマースは自宅まで
配送されるという需要者側の利便性だけでな
く、農業生産者にとってEコマース企業側の
集配網が利用できる点に魅力があり、定着し
ていくのは間違いない。振り返れば、03年に
中国などで大流行した重症急性呼吸器症候群
（SARS）の際に、勃興期だったEコマースが飛
躍的に成長したが、今回のコロナ感染下では
Eコマースが農業生産者に新たなサプライチ
ェーンを提供したことに注目すべきである。
「Taobao農村ライブEコマース」は中国のE
コマース最大手、アリババが19年に開始した
新しい農産物のネット販売チャネルである。
農業生産者が自らの畑からスマートフォンで
農産物の生育状況等をライブで消費者に説
明、旬の野菜や果物などの購入を呼びかける
仕組みだ。視聴している消費者はスマートフ
ォンのワンクリックで購入できる。19年には
120万回以上の農村ライブEコマースが実施さ
れ、60億元（約930億円）の売上げをあげた。今
回のコロナ感染下でさらにライブEコマース
が急増、ブローカー、小売店経由の販売チャ
ネルが閉ざされた農業生産者にとって、消費
者への直接販売のツールの一つとなった。

3　再び増産促進に転換した農政
今回のコロナ感染下ではロシアやベトナ

ム、インド、タイなど一部の穀物輸出国が輸
出制限を実施する一方、消費国では買いだめ
により一部食料品が一時的に不足し、改めて
食糧安全保障が注目された。中国でも消費者
に一時、不安が広がり、多くの地域で買いだ
めが発生した。そこで政府が食糧応急保障シ
ステムをいち早く発動して、米や小麦粉など
基礎食料品の供給を迅速に増やしたことで、
混乱は回避され、主食穀物の価格安定を維持
した。もちろん、国民消費約１年分の主食穀

物を政府が備蓄していることはこの応急保障
システムのベースをなしている。
さらに、この先も食糧の安定供給を確保す

るために、政府は食糧安全保障政策を急きょ、
強化した。19年まで、農業政策の柱だった減
産による生態系の回復、余剰在庫の削減を撤
回、増産にアクセルを踏み換えた。各省では、
省内の食糧需給の管理を省のトップに義務づ
ける「食糧省長責任制」を強化した。農地の
休耕を縮小、穀物輪作の復活も指示され、早

わ

稲
せ

の作付け奨励などが呼びかけられている。
農業労働力の不足が深刻化していることから
農業機械、ドローンを利用した生産委託をよ
り一層奨励した。また、農民の増産意欲を刺
激するために、19年まで３年連続で引き下げ
られてきた早稲、中

な か て

稲、晩
お く て

稲の政府の最低買
付価格を20年度はキロあたり0.2元引き上げる
ことが２月末に政府から発表された。
18年からのアフリカ豚熱の流行で多数の豚

が殺処分され、価格が19年から高騰していた
豚肉については、養豚業への政策が19年から
すでに増産刺激に転換され、零細農家でも十
分な利益が得られるような政策がすでに始ま
っている。
こうした中国の食糧増産策には余剰在庫、

農業補助金の膨張というリスクがつきまとう
が、感染症という緊急事態のなかで、国民を
飢えさせない食糧安全保障を最優先する姿勢
といえる。その背景には言うまでもなく、対
米関係の悪化による、米国からの農産物輸入
の限界も意識されている。20年１月に締結さ
れた第１次米中通商合意により５月まで農産
物の対米輸入が拡大しているものの、米中関
係が感染症の拡大に伴い不安定になっており、
もし破棄される事態に至れば、中国にとって
国内の食糧生産を最大限拡大する政策が農業
政策の「新常態」となりかねない。
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